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北海道大学工学部研究報告

第92号（昭和54年）

Builetin　of　the　Facuky　of　Engineering，

　　　Hokkaido　University，　No．　92　（1979）

施設用途の地域分布特性よりみた市街地の地域構造の研究

（北海道諸都市の場合）

太田 實＊小林英嗣＊　中原　宏＊

（昭和53年7月！0日受理）

　　　　　　　　　Research　on　Urban　Spatial　Structure

Contemplated　from　a　Viewpoint　of　Spatial　Patternings

　　　　　of　Building　Floor　Use　Activities　within　Cities

Minoru　OHTA
　　　　　　　　　　　’

Hidetsugu　KoBAyAsm　and　Hiroshi　NAKAHARA

　　　　　（Received　July　10，　1978）

　　　　　　　　Abstract

　　　In　order　to　formulate　a　theoretical　planning　model　of　urban　spatial　structure，　we　have

analyzed　the　spatial　patternings　of　the　floor　spaces　classified　into　33　use　activities　within

developed　areas　of　9　cities　in　Hokkaido．

　　　As　a　result，　some　clear　correlations　constituting　the　exponential　forrnulae　between　the

building　volumes　in　each　central　business　district　were　disclosed　and　the　total　size　of　each　city

calculated　with　the　amount　of　urban　activities　in　these　uni－center　type　cities．

　　　The　spatial　differentiation　of　an　urban　comaplex　was　clarified　according　to　some　typical

spatial　patterns　through　distribution　analysis　of　the　building　floor　use　activities．

　　　Also，　by　means　of　the　correlation　analysis　and　group　pair　analysis，　we　defined　some　inter－

connection　models　among　the　33　use　activities．

　　　Moreover，　through　the　principal　component　analysis　of　the　spatial　distribution　of　these　33

use　activities　we　detected　6　dominant　use　activities　which　make　it　possible　to　express　the

urban　skeleton　system，　and　with　focus　of　attention　on　the　utjlization　of　these　6　dominant　use

activities，　we　also　developed　multiple　regression　models　of　the　cities　surveyed．

　　　To　confirm　these　serial　findings，　we　have　proposed　a　significant　and　useful　theoretical

pattern　of　urban　spatial　structure　as　a　basic　concept　for　urban　land　use　planning．

1．研究の目的

　　　幽研究窒では，これまで都市計画三思、考の基礎として都市の市街地内部の地域構造について

種々の角度から実証的な研究を積み重ねてきた。ここに報告するのは，これら一連の研究のうち

主として土地利用計画上の芋鴇針として，市街地内部の機能的な地域構造を明らかにするために，

都市的諸活動の具体的な表象としての施設用途＊1）に着巨して，その市街地内部における地域的分

＊

＊1）

建築工学科　建築計画学第一講座

この報告では物的な施設容積を指標にした空間分布構成を考察しているが，非物的な指標

（例えば小売商業従業員数や販売額など）による空間分布．羽成も街区や，地撒レベルでは，

ほぼ空間柑似形であることを確かめている。（cf．当研究室文献リスト1－5）
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布の実態を探り，調査対象都市における空間分布形態上の共通性や規則性を確かめようとしたも

のである。

　　一般に都市は，人口や産業の集中による都甫成長とともに市街地を空間的に拡大してゆくが，

同時に市街地内部では，都市一二活動の活発化や都市社会の成熟過程とともに地域分化が進行し，

機能的には各面塩出直間の空間立地上の組み分けが起こり，都市空間的に有意な地域・地区が形

成されながら都市空間が構造づけられてゆくという仮説に立脚して，この報告は市街地内部の機

能空間的組立てのメカニズムを探るために，各施設用途の空間分布特性，用途間の立地相関と結

合モデル等についての計量的な解析を試み，都市空間を構造づける代表用途群（空間分布類型の

代表用途）の抽出を行ない，都市空間の骨格態を把握したものである。

2．研究の方法

　2．1　分析対象都市と使用資料

　　分析対象都市は北海道の旭川・釧路・小樽・帯広・北見・岩見沢・滝川・網走・名寄の9市

で，それぞれ市街地全域（人口集中地区，DID域）について，都市計画基礎調査実施要綱に基

づく33分類建物用途＊1）の施設容積を指標として街区あるいは小ゾーンを集計単位とした計量解

析を行った。（旭ll［・小樽・帯広の3市は，100m，500mのメッシュ・アナリシスである。）

　　使用した資料は各市の都市計画基礎調査台帳（作製年次は北見・岩見沢・滝川・網走・名寄

は昭45，小樽・釧路は昭47，旭川は昭48，帯広は昭49）と国勢調査（昭45，昭50）が主であり，

一部，事業所統計・商業統計・工業統計調盗結果を使用している。

　　電算処理は北海道大学大型計算機センターFACOM　230－60／75およびプログラムパッ

ケージSPSSによった。

　2．2　市街地の区分

　　各種施設の空間分布を確めるに当って，考察上の粗肴として市街地内部を都市的諸活動が集

中し施設の高容積で他から区別される都心部（A域，Central　Core，　Central　Business　District）と，

さらに都心縁辺部をも含めたよi）広域な内部市街地（B域Inner　Zone），及びその外周市街地の

すべてを含む市街地全域（C域Built－up　Area）という3域＊2）に区分して分析を行った。

＊1）　地方国家施設Ol．自治体施設02．業務　施　設　11．事務所併用住宅　44．

　　　通信施　設83．集合販売施設　12．専用店舗施設31．一般店舗併用住宅43．
　　　飲食店併用住宅　45。興　業　施　設　21．風俗営業施設　22．遊　技　施　設　23．

　　　宿泊施設13．専用住宅41．共同住宅42．作業所併用住宅46．
　　　教育施設51．研究施設52．文化施設53．宗教施設54．
　　　記念施設55．医療施設61．運動施設62．社会保護施設63．
　　　厚　生　施　設　64．重化学工業施設　71．軽工業施設　72．サービス工業施設　73．

　　　家内工業施設74．供給処理施設81．運輸倉庫施設82．農　業　施　設91．
　　　漁　業　施　設　92，

＊2＞　当研究室での調査分析結果から，A域は商業業務施設の延床癖積構成比が60％以上を占め，

　　　かつ同施設用途の街区容積率（グロス）40％以上の街区の連担で囲まれる区域として，B域

　　　はA域を含め住宅・商業・工業の各々の延床面積構成比60％未満の街区で，かつそれぞれの

　　　用途の街区谷口率20％以上の街区の連担によって囲まれる区域とした。なお住・工の構成比

　　　60％以上でも上記区域の外郭線に内包されるものはB域とみなす。C域は家屋の連担した概

　　　成了餅封地全域で，国調の人口集中地区（DID域，40人／ha以上の地区）の区域とする。
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3．各種施設の分布性向と都市問比較

　3．1　各域の容穣構成

　　DID域での同仁人目当りの施設総延床面積が，釧路・小樽・岩見沢・滝川・網走の5市と

も26m2～27m2でほぼ一致しているのは興味深い。北見・名寄はやや大きく30m2前後である。

（旭川と帯広は自衛隊人口を含むので値：が若干下廻る。）

　　各都市ともA域面積はDID域面積のほぼ2～3％であi），都心規模と市街地規模との間に

一定の相関があることを示唆している。図！に見るように，DID域面積（κD，ha）とA域内施

設総延床面積（gyv，　ha）との聞には，

　　　log　yv＝　a　lo9κo＋β　　i．e．　yv＝βκ9　　　　（9都市間ではgyv＝O．0210日目・g82）の関係

式が成立し，都市規模と市街地面積の増大に比例して都心部の施設容積が増大する傾向が明瞭に

認められる。

　　B域とDID域との面積比は8％～17％にわたり，都市毎の分布特性に左右され，その幅が

大きい。

　3．2　各域の用途構成と都心部への施設の集中度

　　DID全域における各施設の用途別延床面積と容積構成比は，各都市とも共通して専用住宅

と共同住宅の計で約50％，名・種併用住宅を併せて約60％であり，住居系が都市施設の基礎を形成

している。次いで比率の高いのは，都帯の性格にもよるが，倉庫・軽工業・教育・業務等の施設

である。

　　A域の用途別容積構成比では，専胴店舗と一般店舗併胴住宅の商業施設が高い比率（30

～40％）を占め，大黒肺になるほど専用店舗の比率が伸び，都心部の店舗の専用化が進む傾向を

示す。

　　各施設用途の都心部への集中度を，各用途別延床面積のDID域に対するA域の割合で比較

すると，最も顕著な集中を示す用途は，興業・風俗営業・遊技施設等の風俗娯楽的施設である。

専用店舗も50％から80％の高い集申度で，集合販売施設も80％以上の値を示す都市もある。

　　都心性の強い用途施設は都市規模が大になるに従い，都心部への集中度を強めてゆく傾向が

ある。分析対象とした人口25万程度以下の中小都市の場合，すべて共通して単一都心構造を示し
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ており，都心の規模あるいは都心に立地する商業・業務施設容積は市街地入口・面積あるいは小

売販売額といった都市規模を表わす諸口との間に明瞭な相関関係を示している。

　　いま各都市のA域内の商業施設（12・31・43・45）の延床面積（y。，ha）とD王D域面積

（κD，ha）との間には，

　　　109〃。罵α’log∬〇＋β！　　i，e，　yc＝β’xS　　　（9都市間では，yc＝O．0127xB’954）

の関係式が成立している。また，各都市の業務施設（01・02・11・44）の延床面積（YB，　ha）と

DID域面積との問にも同様に，

　　　YB＝β”κ9”　　　　（9都市間では，〃8＝0．0001幼45つの関係がある。さらに，各都市のA

域面積（YA，　ha）と小売販売額（κR，億円）との問にも同様な関係が認められる（図1）。

　　　肋＝β”κ£”’　　　（9都市間では，gyA＝O．1656xS’9i3）

　3．3　街区別用途構成
　　次に住・商・工の用途大区分ごとの用途別構成比によって街区を識別し＊1），機能的専用化の

マクロな方向とパターンを探索して市街地内部の地域分化の状況を捉えた。

　　各都市内地域の機能専用化と混合化のパターンは，一般に商業専用街区を中心核として混合

街区・住居街区が輪環状に分布する。港湾と河川の存在は分布形態に強い影響を与え，それらに

沿って帯状に工業街区が分布する。ある規模以上の都市（20万人級）になると，主要幹線道路沿

いに副次的な地域核の形成が見られる。住商工混合街区は一般に都心部の縁辺に分布するが，工

業街区が相対的に大きな面積を占める都市では，都心縁辺の他，工業街区と他の用途専用混合街

区との問に分布し，飛地を形成するものがある（図2＞。

　　用途別箇幣混合街区の面積構成は，都市規模が大になるほど専用街区面積が大になり，一方，

混合街区面積は都市規模との聞にその逆の関係がみられる。

　3．4　用途容積特区係数の地域分布特性

　　次に，さらにより細分された33用途分類別の分布特性を探るために，各種施設用途の容積に

都市内での相対的位置付けを与え，D王D域をベースにした用途別容積図化係数により各種施設

用途の地域分布を探った。ここで，容積特化係数（η略）は，

　　　　　　　　　　リノの
　　　　・聾一誓・齢

　　　　　　　　　　　　　（nFi：i街区の用途nの床面積S，：　i街区のブWック数）

　　都市毎に各用途はいくつかの類型化された分布特性を示すことが認められた。大別すると，

（イ）市街地の中央部に核的あるいは帯状に集積するタイプ，（ロ）周辺部にいくつかの小さな核

状の集積を形成するタイプ，（ハ）市街地に分散し核的存在の集積型の“地”の部分を形成するタイ

プ，（二）市街地全域に分散し低い値を示すタイプ，（ホ）施設群と交通のネットワークとの関連

からのタイポロジー等の主要な分布特性が把握された。

　　同様な分布形態を呈する用途は機能的にも相亙に関連し，類似した分布特性を示す傾向があ

り，機能的・空間的な都市のサブ構造を構成しているものと考えられる。現実の都市空間の構造

は，これら類型的に把握し得る用途の分布パターンの織りなす複合的な存在として把えることが

＊1）　　1衝区内に，主用途の延床1票積が80％以一ヒを占める街区を噂用街区，主用途が80％になら

　　　ないが60％以一ヒで他の用途が40％以下のものを準混合街区，どの用途も60％に満たない

　　　で混在しているものを住商＝L二混合街区として類別した。
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できると考える。

　　続いて，爺街地における事業卓越地区の抽出とその構造分析に至る過程として，用途別容積

特化係数の一定値以上を示す街区が相互にどのような関係をもちながら地域的分布をなし，都市

の空間構造を形成しているかについて考察する。

　　各用途別容積特化係数の持つ相対的な重みは異なるので，ここでは各用途別容積特上係数の

階層別累積率90％値にあたる獣化値（極値）を求め，それ以上の値の街区の分布を探った。各都

市共通して，市街地中心部では専用店舗施設と集合販売施設の極値の集積地区を中心に，風俗営

業施設と興業・遊技施設の極値の集積地区が連結し，あるいは部分的に相亙に貫入し合いながら

分布し，業務施設の極値の分布もそれに近接して集積しているのが認められる。極値の地域分布

構造の解析により，特に市街地中心部の機能特化の相対的関係の把握が可能になった（ec　6）。

4．施設用途問の立地相関と結合モデル

　4．1　施設用途の相関傾向

　　各種施設根互の空聞立地相関の実態を定量的に把握し，地域の構造的認識．上，重要な情報と

なる施設の複合・共存立地の状況を捉え，リンケージの強い用途群の識別を進めるため，対象都

市のDID全域での各施設用途間の立地相関係数を算出し，用途間の相互依存性について都市間

比較を含めながら考察を進めた。立地相関係数の階層別度数分布では，各々の用途間の結合度に

相対的レベル差があるために，各都市問に相違が見られるが、一般的に商業系施設群は業務系施

設群との間に高い立地相関を示し，住居系施設群との間ではその値は低い。また，軽工業施設と

他の施設群との間には負の立地相関が舞い出せる。

　　さらに，同一街区内に立地する用途組合せ出現数から用途間組合せ出現相関を求め，施設間

の空間的近接性を探り，市街地の用途磯廻の基礎的組

合せ用途群を識別した。

　　いずれの都市においても，専用・共同住宅と…般

店舗併用住宅が他の機能の特化のベースとなり，都市

空間の“地”を形成している。幽居系施設と都市内工

業施設，業務施設，運輸倉庫施設などの組合せ出現頻

度は高く，街区のレベルにあっても，これらの用途群

は混在の状態にある事を示している。また，各種施設

胴途群の共存の程度には階層性がみられ，共存性の強

い用途群は，専用・併用住宅施設，業務施設，医療施

設群，軽・サービス工業施設群，運輸倉庫施設群であ

る。

　　各都市共通に，用途立地の空間的指lkJ性には大き

く2つの傾向がみられ，（！）都心域への立地を指向する

施設群，及び（2）都心縁辺部への立地を指向する傾向を

示す施設群の存在が把握された。また，施設問の立地

相関係数マトリックスから，全ての施設用途問でラン

ダムな相関を示すのではなく，他用途との相関が類似

しているいくつかの施設群のタイプの存在が捉えられ

た（図3）。
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　　以上のことから，都市空間の組織化の過程において，各種施設用途は都市内の各地区にあっ

て同格な重みでは存在せず，市街地における機能の特化的出現のベースとなる機能や地区の存在

等の構造的ヒエラルキーがあることが把握された。換言するならば，各種施設の内に都市空間を

構造づける代表的な施設機能，つまり代表用途の存在することが推察される。多数の施設用途の

地域分布パターンの複合化によって形成されている者肺空問の機能的な軸を把握することの可能

性は，都甫を認識し解析する上からも，都市空間の計画の上からも重要なことと雷えよう。

　4．2　施設用途群の類型化

　　本節では代表的施設用途を捉えるために，まず，用途問の立地相関係数に基づき用途間のク

ラスター分析（平均距離法）を行ない，用途群の立地連関構造を捉えた。図4の樹形図に示すよ

うに，各都市独自の連関構造を示しているが，各都市共通に専用商業（且・！2・13），娯楽（21・

22・23），店舗（31・43）施設問の結合が強く表われている。特に娯楽系施設間の結合が顕著であ

り，さらに2次的に専用商業，店舗系施設が絡み合って商業系施設の一群を形成している。一方，

住屠系，工業系施設の用途群の結合は微弱かつ不明瞭であり，都市毎にその連関性は異なってい

る。このことは，商業系施設群はその相互依存的性格から特定の地域に集積，分布するのに対し，

住居系施設は市街地全般に広く分布し，また工業系施設は各都市の産業（工業）特性・空聞特性

に従って独慮の地域分布を示すことによるためと考えられる。

一e．s　N－o．s
o．e

O．5

t．o

ASH

e．o

O，5

t．e

OBX

εにさ誌農ミ等讐…審鐸眠苫譲；蒜農お罵馨塁器お鐸電導孚無窮8＄13冨　　　δ岩舘誤二罵鐸等孚漏お器等器黛無等導讐謀にお鶏苫雷5犠3罵苫

　　　　　　　　　　　　　　　　図4　用途連関樹形舳

　　このように，各種施設用途は相亙に有機的に関連しながら都市空論全体に分布している。こ

の施設分布の実態をより少数個の独立した用途群の分布惰報に圧縮することが地域構造を捉える

場合，計画的に有効な手法として求められる。そこで，33施設用途について立地相関係数による
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主成分分析1＞を行ない，固有値1．0以上の主成分を抽出した。都市毎に各主成分の内容に差異が見

られるが，第1主成分の因子負荷量が高い用途は主として専用商業，娯楽，店舗施設等の商業系

施設であること，及び住居系施設が1つの主成分にまとめられていることなどが各都市共通に捉

えられる。つまり，商業系施設の地域的分布変動は，都市機能の分布変動を有意に代表し得るも

のと考えられるわけである。

　　次に，各主成分にバリマックス回転を施し，各用途を軸回転後の因子と高い負荷量を有する

もの同士にまとめ，数個の有意な用途群を捉えた（表！）。各用途群の順位及びその構成用途等に

は都市毎に差異はあるが，類似の性格を有する用途群が各都市に共通して認められる。それらは

娯楽系施設，業務・商業系施設，工業系施設，官庁・社会厚生施設，住居系施設群であり，これ

らの用途群が都市空間を構造づける数個の主要な機能手塩をそれぞれ構成していると考えられ

る。

　4．3　施設用途間の結合モデル

　　前節4．2で得られた施設用途群の中から，さらに特に共存性向の強い用途を下式で定義さ

れる用途共存係数2）SRijによる抽出を試みた。

　　　　　　　　　　の　ひ　　　　ひノぶ　　　　　　　　　　　　　　　ひノリ

　　　　　　SRザ罷∩論罵＝。、。　湯君・。、、

　　　　　　　　　　ΣF，∪ΣF」　ΣF，＋ΣFゴーΣFゴブ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Σ瓦，ΣF，；i，ブ用途の総延床面積

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のノの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ΣFij；（辞のの延床面積のZ）遅）和

　　各都市共通に，住居系施設，軽工業，運輸倉庫，業務施設によって構成される用途群と，主

に商業系施設によって構成される用途群とに大別される。これらの用途群はクラスター分析にお

いても相亙に群または対を構成しており，空間立地上からは相互に共存性の強い用途群として認

められる。

　　そこで，用途共存係数をもとに相対分析3）を行い，共存性用途群の内部連関構造を捉えた。相

対分析とは，変数相互間で最も関連性の高い変数を結びつけていく方法で，図5中で用いた矢印は

各用途が最も強く結びつく方向を示し，相亙に強く結合している場合には矢印は往復する。また，

無矢印線は各用途の2次的結合を示している。

54”46’　11L－73　f2“22

　　1　ILX
4f一一；43一一一82一一44
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　　42

朋・」64
1し

23

eBM
　　　　　　　　　　　　　　　　図5　共存性用途連関図

　　専用・共同・一般店舗併用住宅の立地が相互に強く連関し，1つのサブセットを形成してい

ることが識別される。また，業務施設（U），軽工業施設（72），運輸倉庫施設（82），一般店舗併

用住宅（43）は各都市共通して同一セツ1・（群）内にあり，相互に強い連関を示しており，群内

において他用途を連担させ，群を構造づける中軸的な用途となっている（図5）。
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5．代表施設用途の抽出と都市空間の地域構造理論

　5．1　代表施設用途の抽出

　　以上の施設用途の分布解析及びその考察を通じ，空間構造の解析と組立ての過程から，全施

設用途が構造的に同格ではないことが把握され，計画的には都市空間の骨格を的確に表現するこ

とのできる用途群を知ることが必要となる。

　　そこで筆者らは，アーバン・オペレーション・プロセスとプログラミングにとって有意，か

つ重要な情報を保有する施設用途の識別を通して，都市空間の骨格を表示する代表用途群の抽出

を行った。代表用途群の抽出は下記の胴途識別プロセスにより行われた。

　　　　　1．主成分分析の抽出主成分に対する寄与率による各用途の構造的有意性の識別

　　　　　2．Spearmanの順位相関係数による基本対分析4｝に基づく類似空間立地変動用途の

　　　　　　　識別

　　　　　3．Jaccardの共存係数2）による相対分析3）に基づく各用途間の連鎖性の識別

　　　　　4。用途出現頻度による各用途の構造的表示可能性の識別

　　その結果，各都市共通して都市空間の骨格態（スケルトン・システム）を表出し秩序づける

下記6種の「代表施設用途」が抽出された。

　業務施設（！1）：市街地中心部に求心的に集積する基本骨格態を表出しいわゆる都

　　　　　　　　　　　　　心域を把握することができる。市街地の用途専用混合による地域分

　　　　　　　　　　　　　化（cf．3・3）の概略を知ることができ，都市規模拡大に伴う都心

　　　　　　　　　　　　　域のポテンシャルの高まりと拡大を良く捉えることができ，広域的

　　　　　　　　　　　　　地域中心の把握の．上で有効な用途である。

　一般店舗併用住宅（43）：市街地中心部から路線状ないし軸的に集積し，同時に市街地内のコ

　　　　　　　　　　　　　ミュニティ中心として集積する基本骨格態を表出する。都市空間の基

　　　　　　　　　　　　　本骨格を表示しながら同時に日常生活空問と関連した市街地のより

　　　　　　　　　　　　　ミクロなサブストラクチャーを表出する意味深い用途である。都市

　　　　　　　　　　　　　規模が拡大するに伴い，市街地周辺部のアーバン・ポテンシャルの高

　　　　　　　　　　　　　い地域中心の形成を的確に把握することができる等，都市の発展の

　　　　　　　　　　　　　方向性をマクロに捉える⊥で有効な用途である。

　教育施設（51）：市街地全域にほぼ均等に分散立地する基本骨格態を表出し，市街地

　　　　　　　　　　　　　内のコミュニティ・ユニットの存在形態と対応している。

　医療施設（6！）：市街地中心部に求心的に集積し，同時に市街地内のコミュニティ中

　　　　　　　　　　　　　心として集積する基本骨格態を表出する。前述の一般店舗併用住宅

　　　　　　　　　　　　　（43）と平様，2つのカテゴリーを内包した意味深い用途である。

　軽工業施設（72）：都心縁辺部に分散し，同時に外周部に向って路線状ないし軸的に集

　　　　　　　　　　　　積する基本骨格態を示す。都心縁辺部の用途が混合的に存在してい

　　　　　　　　　　　　　る地区の概略や，各都市の工業特性及び工業立地の’1生格を知ること

　　　　　　　　　　　　　ができる。

　運輸倉庫施設（82）：交通ネットワークに強く依存しながら，都市内で生産性の高い地区

　　　　　　　　　　　　　（都心部，工業施設集積地区）の周辺や外周部の高交通ポテンシャ

　　　　　　　　　　　　　ル地区（含港湾）に集積する基本骨格態を表出する。軽工業施設（72）

　　　　　　　　　　　　　の分布を併せみることによって，各都市の工業生産のしくみの特徴

　　　　　　　　　　　　　が捉えられる。
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　　次に，これらの代表施設用途間の集積・離反の強度を順位相関係数の大小によって捉え，用

途間の連関構造と結びつきの程度を把握して，都市機能の相互関連性を考察した。

　　各都市共通に業務施設（11），一般店舗併用住宅（43），医療施設（61）による基本骨格態は

連関を持ち，空間的重層傾向を示している。一方，教育施設（51）は各都市において飽の代表用

途からは常に独立しており，空間的分散傾向を示していて，また，軽工業施設（72），運輸倉庫施

設（82＞による骨格態は都市により連関の程度が異なり，都市の生産の仕組の特性を表出してい

る。軽工業施設と運輸倉庫施設用途に表象される機能的特化地区は，都市規模の増大に伴い特定

の凝集地区を形成している。

　5．2　代表用途間の連関構造モデル

　　都市空間内の空間構造計画，±地利用計画において，人口と対応した土地・施設の量：を予め

構造的計画情報として得ることは合理的計画策定のために重要であり，各種施設の立地における

誘導・規制のための計画的予見としても重要である。そこで，人口量との対応関係で主に考えら

れるべき住居系施設（41・42・43）について，一般店舗併用住宅（43）を目的変数にして回帰モ

デルを求めた。次に代表施設用途間における一般店舗併用住宅を目的変数とした回帰モデル式を

求め，代表施設用途間の量的関連性を捉えた。

　　　旭川

　　　　　Y43＝＝　O．044X，，十〇．615X，，十121．343　（R　＝＝　O．550，R2　：＝　O．303，F　：33．lg）

　　　　　Y，，＝O．122X，，一〇．317X，，十〇．776X，，一〇．100X，，十〇．676X，，一F897．031

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　1？　＝　O．825，　R2＝　O．681，F　＝i　63．98　）

　　　帯広

　　　　　Y43　＝O．058X，，十1．054X，，一479．864　（R　＝＝　O．408，R2＝　O．166，F＝　g．26）

　　　　　Y，，＝O．744X，，十〇．548X，，十〇．935X，，十1．725X，，一〇．117X，，十165．069

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（R＝　O．852，R2＝　O．727，F＝＝　47．85）

　　このモデル式は人口量が計賑与件として与えられている時に，都市空間の地域構造を表出す

る代表施設用途の量的関係を，一般店舗併用住宅を営的変数とし，他の5つの代表施設用途を説

明変数として線形的に捉えることを目的に，重回帰分析により求められたものである。各都市と

も有意な確度（！～2＝0．6～O．7）の中で代表用途群によるマクロ・ストラクチャーの表示の可能性

が充分あることが確められた。

　5．3　都市空室構造理論への示唆

　　前節で抽出した代表用途群は，都市空耳の地域構造を有意に表示する基本用途であるが，

各々の代表用途が表示する基本骨格態から2つに大別することができる。すなわち，都市空間の

骨格態を表示し都市全体の中に位置づけられた都心域や生産・流通中心等の都市機能特性を強く

表示する用途群と，基本的骨格態を表示しながら同時に日常住生活空間と関連し連鎖しながら一

般市街地のよりミクロなサブシステムを表出する用途群である。

　　都市の地域構造は従来，専用化を前提とした商業・業務・工業・流通施設等によって心えら

れてきたが，筆者らが都市空間の代表施設用途として宿患した一般店舗併用住宅，軽工業施設等

をも含む代表用途による地域構造の把握は，現代都市の複合状況（アーバン・コンプレックス）

をよDよく表象することができ，より適切かつ有効な認識方法であると絶えよう。つまり都市空

間の地域構造はこれら代表施設用途が示す基本骨格態が複合的に織りなす状態そのものであると

言える。
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を示しながら有機的な圏域の構造を形成してい

ることを，最近隣単位分析5）等によって把握し

ている（ec　7）。

　　それらの結果を併せ考えると，都市の空問

的構造は，本論4節で抽出した代表施設用途に

よって表出される都市の骨格態（スケルトン・

システム）をベースに，様々な広がりを持つ生

活環境施設の集積が階層的・重層的に進行しな

がら組織化され，肉付けされていくことによっ

て形成されていくものと考えられる。

　　都市が小規模の時は全ての基本骨格態が集積し，単一のアーバン・コアを形成していたもの

が，都市の規模拡大に伴って外延的に各基本骨格態が表出し，多軸的・多核的なアーバンrスケ

ルトン・システムを形成してゆく。つまり，各都市の地域構造はこの構造化過程の時空間的断面

であると言える。

　　筆者らは一方，市街地内の各種生活関連　　　　　／へ．

施設がそれぞれの圏域の広がりをi寺・ており，　　〈・＼＼／豊の　　旭川

それらが都市空馳で鍾に靴し⑩〈傾向　　〉㌧．．瓢。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　匙　＿　　t　　－　as　・　＼

　　最：後に本稿を終えるにあたって，当研究室

での「都市の地域構造に関する一連の研究」（後

掲当研究室文献リスト1参照）の調査・解析に

参加した学生諸君の努力によるところが大き

かった事を附記し，謝意を表する。
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図7　施設圏域重合図

Location　Analysis　in　Hurnan　Geography（1965）（野間三郎他聞：立地分析　上・下（1976）


